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エクステリア商社（協栄ジェネックス株式会社・フジクレスト株式会社）の 

株式取得（子会社化）に関するお知らせ 

 

当社は、2025 年９月 24 日付で、以下のとおり首都圏を中心にエクステリア商材の販売を展開する    

エクステリア商社２社（協栄ジェネックス株式会社・フジクレスト株式会社）の株式を取得し、子会社

とすることを決議しましたのでお知らせいたします。協栄ジェネックス株式会社については、発行済全

株式を、フジクレスト株式会社については発行済株式の 60%を、それぞれ取得することとしております。

クロージング日は 2025年 10月１日を予定しております。 

 

記 

 

１． 株式の取得の理由 

協栄ジェネックス株式会社・フジクレスト株式会社はともに、東京都に本社をおき、首都圏を中心

にエクステリア商材の販売を営む企業です。 

協栄ジェネックス株式会社は、元 店頭公開企業 株式会社コグレの営業権等を引き継ぎ、2007 年

に３社で合弁設立された業歴 17 年を有する会社で、大手ハウスメーカーや地域のエクステリア問屋

から地場の工務店、設備業者に至るまで幅広い営業基盤を有しており、本社を含めた 12 の営業拠点

を構え、お客さまの多様なニーズにお応えする体制を取っております。 

フジクレスト株式会社は、業歴 72 年を有し、地場の造園業者、工務店、設備業者に対して広範な

ネットワークと長年に亘る強固な営業基盤を有しており、本社を含めた８の営業拠点を構え、お客さ

まのきめ細やかなニーズに対応しております。 

 

当社グループは、モノづくり・すまいづくり・環境づくり・まちづくりを主たるビジネスフィール

ドとする複合専門商社グループであり、これら２社が手掛けるエクステリア商材の販売はコア事業で

ある「建築・エクステリア」における注力分野として、中期経営計画「Growing Together 2026」で

も取り組みを強化しております。２社の事業リソースを有効的かつ相互に活用のうえ、当社建材本部

の手掛けるエクステリア商材販売事業との協働をはじめとして、関連する事業領域を拡大することで、

中長期的な企業価値向上につながるものと判断し、本件株式取得を決定いたしました。 

今後、２社の強みと当社グループの有する幅広い商品ラインナップ、豊富な機能を活かし、事業領

域の一層の拡充・スピードアップを図り、持続的な成長を目指してまいります。 

 

 

  



２． 株式取得の概要 

（１） 名 称 協栄ジェネックス 株式会社 

（２） 所 在 地 東京都目黒区下目黒３丁目７番 16号 

（３） 代 表 者 の 氏 名 筒井 信博 

（４） 事 業 内 容 エクステリア商品の販売・施工 

（５） 資 本 金 90百万円 

（６） 設 立 年 月 日 2007年 10月 19日 

（７） 大株主及び持株比率 協和陶管株式会社 60.4％、丸栄工業株式会社 19.2％ 

株式会社トーシンコーポレーション 20.4％ 

（８） 
上 場 会 社 と 

当 該 会 社 の 関 係 

資本関係 なし 

人的関係 なし 

取引関係 あり 

（９） 決 算 期 ３月末 

（10） 総 資 産 4,557百万円（2025年３月期） 

（11） 売 上 高 9,757百万円（2025年３月期） 

（12） 株 式 取 得 の 比 率 100％ 

 

（１） 名 称 フジクレスト 株式会社 

（２） 所 在 地 東京都大田区田園調布２丁目 36番５号 

（３） 代 表 者 の 氏 名 平野 泰三 

（４） 事 業 内 容 エクステリア商品の販売・施工 

（５） 資 本 金 88,163千円 

（６） 設 立 年 月 日 1953年２月 20日 

（７） 大株主及び持株比率 平野 泰三 67.1％、ほか 32.9％ 

（８） 
上 場 会 社 と 

当 該 会 社 の 関 係 

資本関係 なし 

人的関係 なし 

取引関係 あり 

（９） 決 算 期 ８月末 

（10） 総 資 産 4,810百万円（2024年８月期） 

（11） 売 上 高 7,522百万円（2024年８月期） 

（12） 株 式 取 得 の 比 率 60％ 

 

３． 今後の見通し 

本件株式取得により、対象会社２社は当社の連結子会社となり、当社グループの企業価値向上に資す

るものと考えております。今後公表すべき事項が生じた場合には、速やかにお知らせいたします。 

以上 


